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平成28年12月橋本市議会定例会会議録（第３号）その６ 

平成28年12月６日（火） 

                                           

  

    （午後３時30分 再開） 

○議長（中本正人君）休憩前に引き続き会議

を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

○議長（中本正人君）順番11、19番 小西君。 

〔19番（小西政宏君）登壇〕 

○19番（小西政宏君）早速ですが、議長のお

許しをいただきましたので、通告に従い一般

質問をさせていただきます。 

 今回は一項目でして、市民が求めるワーク

ライフバランスというタイトルでさせていた

だきます。 

 ワークライフバランスとは、仕事と生活を

共存させながら、持っている能力をフルに発

揮しそれぞれが望む人生を生きることをめざ

すことです。このように仕事とふだんの生活

の両立がこの時代重要であると考えています。

本市では働き場所として企業誘致を積極的に

取り組んでおりますが、この市民にとって不

可欠な問題である仕事、雇用をどのように今

後進めていくのか、三点お聞きします。 

 まず、一つ目、企業誘致の実績。 

 二つ目、今後の企業誘致ビジョン。 

 三つ目、公共施設を使った企業誘致の考え

は。 

 以上、こちらから終わらせていただきます。 

○議長（中本正人君）19番 小西君の質問、

市民が求めるワークライフバランスに対する

答弁を求めます。 

 経済推進部長。 

〔経済推進部長（笠原英治君）登壇〕 

○経済推進部長（笠原英治君）市民が求める

ワークライフバランスについてお答えします。 

 はじめに、企業誘致の実績についてですが、

本市では若者の働く場所を確保し、本市に定

住していただくとともに、他の地域から本市

に移住していただくために企業誘致を積極的

に進めています。 

 現在、進出協定締結企業は33社に上り、そ

のうち27社が操業済みとなっています。今後、

未操業となっている企業６社のうち５社、さ

らに進出協定は締結されていないものの、既

に用地取得済みである企業９社、合わせて14

社の操業が予定されています。 

 誘致企業の従業員数は、現在、794名となっ

ており、そのうち正社員565名、非正社員229

名となっています。地元雇用者数は459名であ

り、そのうち正社員262名、非正社員197名と

なっています。 

 次に今後の企業誘致ビジョンについてです

が、企業誘致施策を始めた当初より、大勢の

地元雇用が見込まれる大手企業等の誘致に取

り組んでいますが、大手企業の用地選定要因

の中で、交通アクセスの良い国土軸周辺用地

への立地に需要が多いため、現在のところ本

市への誘致には至っていません。 

 しかしながら、京奈和自動車道の供用区間

の延伸により、大阪市内、名古屋方面からの

本市へのアクセスが格段に向上したことに加

え、近隣の企業誘致用地と比較して低廉な用

地単価設定であることから、大規模雇用企業

ではありませんが多くの企業進出実績に至っ

ています。既存の工業団地、紀北橋本エコヒ

ルズについては、約９割の用地が分譲済みで

あり、進出企業の多くが中小企業で、金属製

品製造業及び化学工業等、多種の業種にわた

っています。 

 現在本市では、新たな工業団地として、（仮
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称）あやの台北部用地の開発に取り組んでい

ますが、今後は製造業にこだわらず幅広い業

種の企業を誘致し、経済振興につなげていき

たいと考えています。 

 次に公共施設を使った企業誘致の考えにつ

いてですが、市の空き公共施設を有効活用し

た企業誘致策は、地域の活性化や働く場の確

保などにつながる有効な手法と考えます。 

 現在、旧西部中学校については文部科学省

の廃校プロジェクトに登録しており、民間企

業等に利活用の周知を図っているところです。 

 しかしながら、学校等の公共施設の多くは

地域に密着した施設であったこと、さらには

住宅地に近接しているため、製造業等の企業

誘致施設として活用に適さない場合もあり、

空き公共施設の利活用の方向性を含め調整す

ることが多いと考えられますので、今後の検

討課題とさせていただきます。 

○議長（中本正人君）19番 小西君、再質問

ありますか。 

 19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

まず、小項目１、２について再質問させてい

ただきたいなと思っています。 

 進出協定の締結が33社、そのうち操業済み

が27社ということで、雇用も794名。また、紀

北エコヒルズについては９割の用地が売れて

いるというふうなお話だったと思います。僕

自身はすごく評価をしていまして、この企業

誘致というのは。ていいますのが、いろんな

他市のほうへ研修等に行って、ほかの地域の

自治体の議員とかにお会いしたとしても、今、

橋本市へは企業誘致がすごく集まっとるんや

ろって、大阪の企業が橋本市へすごく集まっ

とるというふうに、すごい発信力もあるぐら

い実績は上がっているかなというのが、僕の

前提としての今までの企業誘致の感覚でござ

います。 

 今後のビジョンということで、また北部用

地等々が新たに企業誘致として開発が進んで

いるというお話ですけれども、今までの成果、

こんだけの成果があります。今後の時代の流

れも考えながら、この実績をさらに公用の場

としていいものにしていくというのが非常に

必要なことであると私は考えておる中で、一

点、違う観点から見てみると、依然、若者と

いいますか、僕らの世代ももうほとんど地元

に、ほとんどって言うのはあれですけど、い

てません。 

 これから若い世代もほとんどが大阪のほう

とかへ働きに行くというような、流出人口の

問題というのもやっぱりあると思うんです。

この辺が仕事とも密接ではあるんかなと思う

んですけども、シティセールスの課のほうで

転出届を出しに来られた方に対して、多分、

何で転出するのよってアンケートをたしかと

っていると思うんです。転出の理由で一番多

かったのは、部長、何でありましたでしょう

か。お聞かせください。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）提出のタイミ

ングとして、私はまず進学、そして就職、そ

して結婚、この三つがほとんどのこの割合の

中で占めておると理解しております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

僕もちょっとだけ見させていただいたら、や

っぱり通勤と通学が飛び抜けて多いというふ

うに認識している中で、この仕事場っていう

んですか、橋本市がつくっていく仕事場とい

うのももうちょっと考えていかなくちゃいけ

ない部分も今後の課題としてはあるのかなと

いうふうに思っています。ちょっと確認をし

ていっていきたいんですけど、我々若い世代

とか、また同級生のお父さん、お母さんとか、

地域を歩かせていただく中でよく声として聞
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くのは、橋本市には仕事がないよって。子育

てや何やって、小西、取り組むのもええけど、

まずはやっぱり仕事をつくらんといかんとい

う声は、依然として僕はよく言われます。で

あるんですけど、実際数字としてどうなのか

なということで、僕も資料を持って、有効求

人倍率の数字はあるんですけども、ちょっと

資料が古くて、これ、７月現在なんです、僕

が持っているのは。もし近々の一番最新のや

つでありましたら、有効求人倍率がどうなっ

とるか、教えてください。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）ハローワーク

から出ております最新の情報というのは、10

月の時点が一番最新になっております。10月

時点で、有効求人倍率が1.01倍です。求人数

が1,258名に対して求職数が1,250名となって

おります。いわゆる売り手市場、データ的に

はそういうふうになっております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

これが現状で、これは市民の方にもたびたび

説明をするんですけど、仕事がないんではな

いんですよね、今の数字から見ても。仕事の

数はあるけれども、じゃ、要するにどういう

ことといったら、したい仕事がないと、そう

いうふうにも認識としてとれるかなと思って

いるんです。 

 今後、もちろん、じゃ、今のこのまちの若

者が何を求めていくのよというところを、き

っちりと企業誘致としても焦点を当ててして

いかなくちゃいけないなと思っているんです

けども、僕、ちょっと見てみまして感じたこ

とですけど、職種別の有効求人倍率というの

もあります。ちょっとだけ、フルタイム、パ

ートタイムもあるんですけど、見させていた

だくと、専門的、技術的職業でいうと、1.4

とか、販売の職業0.98、サービスの職業で3.31、

ほか、生産工程の職業、4.00、これ、多分、

企業誘致とかのあれもあるかなと思うんです

けど、その他いろいろ見ていっても圧倒的に

仕事の量が足りていない。そして、求人、こ

の仕事を求めているって多いのが、実は事務

的職業なんですね、事務職。この数字が0.13、

ちょっとこれ、古いんかな。0.13と圧倒的に

少ないんですよ。じゃ、この0.13をどういう

ふうに解釈してみるのということなんですけ

ど、仮に100人いてる中で0.13ですから、13

人分の仕事はあると。てことは、残りの87名

に関しては、これは流出予備軍であるという

ふうな認識はとれると思うんです。普通に単

純に僕は思うんです。なので、僕はそう認識

しとんですけど、その点は１回、行政として

見られたといいますか、認識はどういうふう

にあったのか、ちょっとお教えください。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）議員のご指摘

がありましたように、確かにそのとおりです。

今までの企業誘致というのは、本当に全体的

に雇用の受け皿がなかったので、まちの活性

化にはもう絶対雇用が不可欠ということで、

製造業を中心として雇用の場を、企業誘致室

を中心に取り組んでまいりました。それで就

労して定住していけるまちづくりに努めてい

ったわけなんですが、いわゆる、市長もよく

言われとるんですけど、事務的な専門職を生

かした大卒者が、一旦、進学で、近くに大学、

あまり通えるところがないので、進学で転出

されて、Ｕターンになったり、またＩターン

になったり、そういう方の就職先というのが

非常に今の橋本市では少ないです。そういう

部分について認識はしております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

確かに大卒の方が戻ってこられても、働く場

所がないというのもあります。それがこの事
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務的職業っていうんですか、事務職のほうに

もこれは反映しとんかなとは思ってるんです

けども、じゃ、その事務職をどのようにして

今後、企業誘致にも反映させて、この本市で

増やしていくのかというとこなんですけど、

今まで時代の流れもあって、工業系の企業誘

致を一生懸命していただいてこんだけの実績

を生んでいただいた。 

 この橋本市の10年、20年、30年先を考えて

みたときにどこに焦点を当ててやっていった

らいいのかということですけども、今、世間

では2030年問題、あくまでも言われているだ

けなので実際そうなるのかというのはありま

すけども、やっぱりＡＩ、人口知能等がどん

どん進んでいって、全ての仕事の50％は仕事

がなくなるんじゃないかって、そういうふう

にも言われています。じゃ、その中でどんな

企業が残ってくるのよということもあるんで

すけども、やっぱり企業誘致、この橋本市の

未来を考えてやっていったとしたら、やっぱ

り時代のニーズに合ったＩＴ企業の誘致が必

要であると僕は思っているんです。全部が全

部というふうにはいかないと思いますけども、

そこはやっぱり焦点を絞ってやっていく。そ

して、これが現代の事務職であると僕は思っ

ているんですけども、その点、部長、見解ど

うですか。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）今、議員のほ

うからＩＴ企業というおただしがあったんで

すが、私どももどういったＩＴ企業が橋本市

に来ていただけるんかという部分については、

まだ十分検討はできていないんですが、いず

れにしましても先ほどお話させてもらったと

おりに、高卒者は売り手市場で、結構、職種

を市内でも選んでいけます。けど、大卒者に

限っては、いわゆる専門知識を活用できる企

業がほとんどないので、大卒者は、できれば

得意な分野を生かせる、希望するニーズに即

した企業に就職したいってそういう気持ちが

ありますので、そのＩＴ企業という部分では

非常にそれがふさわしいのではないかなと思

います。そのＩＴ企業にもよると思うんです

けど、比較的流通に左右されませんし、イン

フラ整備についてもそれほど必要でないかな

というふうに考えておりますので、橋本市に

は非常に有効かなというふうに考えます。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

やっぱり基本的にインフラ関係とかにも左右

されなかったり、数字が物を言うている事務

職に対しても充てれますし、その専門的知識、

技術というのもＩＴ企業、ＩＴ企業って大き

くは言うてますけども、どんどんその辺は担

っていけるんかなというのがあると思います。 

 もう１個、いろんな議論をさせていただく

上で職員から言われたこともあったんですけ

ど、こんな橋本市の紀伊半島のところにＩＴ

企業がほんまに来んのかいよというふうな、

多分、思われている方もいてると思うんです

けども、実際、今、宮崎県の日南市では、企

業誘致、ものすごくＩＴ企業に特化して、若

者の定住に力を入れていらっしゃいます。実

績としてまだ２年目、途中ですけども、操業

だけで４社、実際もう契約まで済ましとんで

10社、雇用数でいってももう250名ぐらいの予

定でいてるというふうに聞いています。 

 そのＩＴ企業さんに、なぜ日南市を選んだ

のかという話を聞くと、基本的には関東圏、

大阪も含めてサテライトオフィス、本社はそ

っちなんやけどサテライトオフィスとして誘

致で来ている方が多いんですけども、インフ

ラ系が要らんとは言うたとしてでも、やっぱ

り東京とのアクセスというのは、やっぱり若

干見られる要素があるみたいです。じゃ、橋

本市はどうなのって考えてみると、ちょっと
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だけ調べたら、日南市から車で空港へ移動し

て飛行機に乗ると、東京まで約３時間なんで

すね。それに比べて、やっぱり橋本市、東京

間でいうたら約２時間。その点からしても、

逆にいうたら、本気出したら負けるはずがな

いんです、本市は。そんなこともありますし。 

 ほかで言うていくと、やっぱりスピード感

あふれる行政を求められている。ただ単に企

業誘致をして、企業が来ていただいたよ、雇

用があるよだけではなくて、いかに行政とマ

ッチングしてそのまちを活性化していくんか

という焦点を当てたとしても、ＩＴ企業って

さらに重宝されていくんかなと思っています。

なので、その辺をちょっと真剣に一度、そん

な枠というのを、もう一度ちょっと確認させ

ていただきたいんですけども、今後、その辺

を視野に入れて進めていっていただけそうな

のか、もう一度、答弁ください。お願いしま

す。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）議員のおただ

しがあってから、私も少し調べてみたんです

が、近くでは、東吉野村がここも過疎に悩ま

されておりまして、移住、定住のためのいろ

んな施策を打っていってはおるんですが、な

かなか移住していってくれる方がいない。何

が原因かというと、やっぱり仕事がないから

なんですね。それであればいっそのこと、仕

事を持って来てくださいということで、例え

ば、ＩＴの本社機能ではないですけど、小さ

な事業所単位であったり、あと、クリエータ

ーなんかの仕事、そういったことについては、

特に場所を選ばない業種であると思います。

そういうところから、仕事を持ったまま、民

家をリノベーションしまして、シェアオフィ

スとしてそこの事務所に入っていただく、そ

ういう取り組みもしております。若干、私の

ところが進めておる企業誘致とまた違うかも

わからんのですけど、そういったことも、小

さい誘致として取り組むのもええんではない

かなというふうに思います。 

 今後、橋本市の企業誘致について考えると、

今までは本当に雇用ばかりを見込んでいく、

そういう誘致を進めておったんですけど、柔

軟にいろんな業種を選んでいけるようなそう

いったスタイルに変更していくのも一部あり

かなというふうに思っております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

これにＩＴだけをせえっていうことを僕は言

うているんでは、してくださいと言うている

んではなくて、やっぱり将来を見据えて、優

先順位はある程度決めていくべきではないん

かなと思っているんです。もちろん用地もこ

れから開発していくわけですから、それを売

っていくという優先順位も中にはあるだろう

し、ただ、その中でその点、ＩＴ関係も優先

してちょっとしていくというのは必要である

と、そういうふうな体制でおっていただきた

いというふうな思いでお伝えをさせていただ

いています。 

 今後ＩＴも視野に入れて、小さい大きいを

問わず考えていきたいというふうな答弁だっ

たとは思うんですけども、てなってくると、

今、橋本市でも、さまざまな企業に対しての

奨励金というのが、固定資産税であったり、

法人税であったりと優遇処置っていうのされ

てます。もちろんこれは、今後、ＩＴ系をし

ていくっていうんであれば、そこもきっちり

見直しをしていって、ＩＴ企業枠じゃないで

すけども、例えばでいうたら高速通信回線、

ネットの回線の負担金であったりとか、それ

が賃貸であるんやったとすれば賃貸料の負担

であるとかというふうに、時代に合った、Ｉ

Ｔ企業を呼ぶんですから、そのＩＴ企業のニ

ーズに合ったそういうふうな奨励制度も考え
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ていくべき課題であると思っています。その

点はどうですか。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）平成17年度か

らこの企業誘致については本格的に取り組み

まして、その時点からの総額で法人市民税で

約１億円、固定資産税で約３億1,200万円、合

わせて約４億1,200万円の税収がありました。

それに対して、今、議員からおただしがあり

ました企業に対しての奨励金、これについて

は固定資産税の相当額の60％を奨励金として

10年間お返ししていくわけなんですが、既に

支払い額って、約7,000万円になっております。

先ほどの固定資産税分３億1,200万円と7,000

万円の差額が、きっちり税収としても評価が

出てきておるということになります。 

 そういったところで、今は投下してくれた

費用であったり、増加する固定資産に対して

の優遇処置になっておるんですけど、ＩＴに

関しても、かなり投下していかんなん部分と

いうのはあろうかと思います。当然、事務所

が小さくても土地も買ってもらわないとだめ

だし、そういうところから、現状では今のま

まで奨励金については継続していきたいなと

いうふうに考えております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）すいません、ちょっと

僕、あまりわからなかったんですけど、ＩＴ

関係に対して特化したそんな制度は、考えて

いかないということでよかったですか。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）実際、あやの

台の北部で今後、約３年ほどかけて環境影響

調査が終わった後、造成工事に入ってきます

ので、実際、売り出すのは環境影響調査が終

わった時点から積極的に営業に出ていこうと

思っております。造成と合わせて営業活動を

していくわけなんですが、社会情勢によって

この奨励金についてはいろいろ検討していく

必要はあろうかと思うんですが、当面の間は

現状ままで考えております。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

ちょっと思うんですけど、企業誘致って、エ

コヒルズであったり、今後、開いていくとこ

ろ以外でも、今まで検討ってされてこなかっ

たんですかね。３番の質問である公共施設で

あったりと、ほか、さまざまな施設ってある

と思うんです。ＩＴ企業に入っていただくに

対して新たな建物を今後つくっていくってい

う必要も別にないんかな、選択肢としてはな

いんかなとは思うんですけども、となってき

たら、次、山を開いて何年かかるから待っと

く、待っとくというかそのときになって考え

るというんではまたちょっと違うんかなと思

うんですよ。企業誘致専門の部署があって課

があって、している上であるんであれば、き

っちり今からその点は見直していって、さま

ざまな場所へ誘致していくという、広い視野

を持ってしていくということが必要かなとは

思うんですけども、その点、もう一回、お聞

かせください。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）今も紀北エコ

ヒルズに限らず、神野々であったり、最近で

は広域のごみ処理場の周辺についても企業誘

致用地として取り扱いさせていただいておる

わけなんですが、具体的になかなか企業が来

ていただけるような用地については今のとこ

ろ確保できておりませんので、現状では新た

なところをという部分については考えており

ません。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）はい、わかりました。

考えていないということやったと思います。 

 そしたら、次、ちょっと小項目３も絡めて
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お話ししていきたいと思うんですけども、答

弁で、学校等の公共施設を使った企業誘致は

有効であるけども、住宅街であるし、地域で

製造業等は適さないとの答弁、そんな感じや

ったと思います。ちょっと考えるんですけど、

きょうは12番議員の中でも公共施設、中学校

等の廃校利用というお話はあったと思います。

もちろん議論があったように、廃校の使い方

って本当に非常に難しくて、私もいろんなと

こを見に行かせていただいて、京都のマンガ

ミュージアムであったりとか、美術館であっ

たりとか、廃校を使っているところというの

も結構いろんなとこを見てきたんですけども、

やっぱり極端にいうたら、市で採算をとれて

いるというところは非常になかったと。大学

と一緒に出資して、お金を出してやられてい

る、採算が合っていない。 

 そういうとこっていうのは、お金があって

やれるとこはやったらええと思うんですけど

も、本市ではそういうふうにもいかないんか

なということで、適さないと思うんです。い

かにして地域のニーズに合わせて市としてメ

リットをつくっていくかが、今後、廃校とい

うのはすごい重要になってくるかなと思うん

ですけども。早速、早速というかもうあれで

すけど、こんな企業に入ってもうたらええん

かなと思うのがあったんで、ちょっとお伝え

させていただけたらなと思うんですけども、

今、奈良県の葛城市で見てきたんですけども、

ママスクエアというような企業があって、子

どものそばで働ける世の中にというようなテ

ーマでやられてはおるんですけども、要する

に、仕事場なんですけど、どんな企業なのっ

ていうと、お母さんがワーキングスペース、

部屋の一角で仕事をしてますと。そこがガラ

ス張りになったすぐ横で、子どもが遊ぶキッ

ズスペースっていうんですか、ですから、お

母さんが子どもと一緒に出勤して、子どもの

そばで働けるというふうな、そんな仕事場が

今、実際に葛城市のほうでは実現しています。 

 しかも葛城市では、市のお金は１円も使わ

ずにこれを実際誘致してきて、ましてや家賃

収入まで得ているというようなそんな感じな

んですね。お母さん方でうれしいのは、この

キッズスペースは保育士がもちろんいらっし

ゃるんですけども、そこは無料で使えて、本

当に子どものそばで仕事ができて、昼御飯も

一緒に食べながら、また仕事に戻ってという

ふうな新たな形の仕事場というのが、今すご

いはやってきているかなというのがあります。 

 本市でこれを入れてみたら、どういうふう

にメリットとして出てくるんかなと考えるん

ですけども、もちろん待機児童の問題もそう

ですね。今は待機児童はゼロ歳だけやったで

すか、少なかったと思いますけども、今後出

てくる可能性もあるし、今後、僕もはっきり

とは知りませんけども、紀州３人っこ政策で

すか、そんなことも実現になるんか僕もはっ

きりとは知りませんけど、仮になってくると、

もちろんまた保育所、幼稚園等に入る方とい

うのは増えてくると、ニーズは増えてくると。

今まで１人やったから見とこうかってなって

いたけれども、そういった施策無料になって

くるとさらに増えてくるということで、もち

ろん待機児童解消の一翼を担うと。 

 そして、また違うパターンで、考え方でい

くと、働かざるを得ない方というんですか、

子どもと一緒に時間を過ごして、子どもと一

緒にお母さんいたいけども、家庭の金銭的事

情で働かざるを得ない。共働きになってしま

っている、子どもとの時間をあきらめてしま

っているというふうなお母さんも中にはいて

ると思うんです。子どもとの時間もそうやし、

また行政の直接メリットとしたら、一つ、二

つ、数はあれですが、空き家の対策にはもち

ろんなると。空き家を利用して、そういうふ
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うな施設をほり込んでいくことで、さらにも

ちろん利活用できますし、雇用の創出はもち

ろんですし、ほんで先ほどもお伝えさせてい

ただいた家賃収入というふうに、さまざまな

分野で問題となってくるであろう、そして問

題であることが、このママスクエアというふ

うな民間企業を誘致するだけで、こんだけ解

決していくことがあるんかなと思っているん

ですけども、その点は見解どうでしょうか。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）できるだけ若

い世代に転入、定住していただきたいという、

橋本市としては気持ちがありますし、若い世

代だからこそ収入が必要だし、共働きできる、

子育てできる、そういう仕事のスタイルとい

うのが非常にニーズとしてあると思います。

それに加えて若い方は、仕事のやりがいとい

うのも非常に大切に考えられておるようです。

そういった全てトータルにして評価できるよ

うな仕事につきたいという非常にニーズがあ

りますので、そういった事業者の方が橋本市

にかかわっていただけるんであれば、非常に

ありがたいなと思います。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

ちなみに葛城市では、人口３万5,000人ほどの

まちですね。うちよりは小さいまちですけど、

実際に30名の働く方を募集したところに、実

際80名ぐらい来て、そんだけニーズがあった

というお話なんですけども、本市でもすごく

有効かなとは思っています。 

 また、こういった新しい仕事場というか、

本当にママさんたちのニーズに合わせた企業

を橋本市に置くだけでも、他市への、橋本市

は子育てしやすいよというふうな発信にもつ

ながってくると思います。こういった企業の

ニーズがあるというのは話としてあったんで

すけども、こんな企業に本市としても、ぜひ

手を挙げて、ぜひうちへ来てくれよというふ

うにアクションを起こしてほしいと僕は思っ

ているんです。ここの業者だけに限らず、そ

ういったとこには、ぜひ、市長みずからトッ

プセールスといいますか、足を運んでいただ

いて、誘致に前向きに動いていただけたらな

とは思っています。これが実現すると、本当

に市長が言う、雇用を増やして若者が住みや

すいまちづくりというふうに、もう一歩近づ

くんかなと思っていますので、一度、市長の

お考えをお聞かせください。 

○議長（中本正人君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）小西議員の質問にお答

えします。 

 恐らくテレワークのことだと思いますし、

今、東京都心で非常に会社を増やしていると

いう企業だと思いますし、働きたいお母さん

が今、待機児童が多い都会でしたら働けない。

でも、テレワークに行けば、子どもの託児を

やってもらってお母さんが希望する時間の中

で仕事をしていけるということだと思います。 

 橋本市にとっても大変大事なことだと思い

ますので、私はいつでも会いにも行きますし、

やっていきたいなというふうに思っています。

先ほど、経済推進部長が答弁していましたけ

ど、今の補助金というのは製造業の補助金な

んで、逆にこれからＩＴというふうな取り組

みを私どもも考えていかなあかんなというふ

うには思っていますので、逆に企業とお話を

していく中で、特別な方法があるのであれば、

当然、補助金というのも検討する必要もある

でしょうし、これからあやの台北部につきま

しては、とにかく誘致をして、売って、お金

を回収して次やるという、お金を回収せなあ

かんという大きな問題も持っていますんで、

そこはそこでうまく活用しながら。 

 企業誘致というのは、別に橋本市の空きビ
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ルであってもいいわけですし、学校を使うの

はなかなか難しいかなというふうには思いま

すけども、どこか古民家のほうへ来てくれる

んであればそういう支援というのもしていっ

て、雇用が生まれるのであれば非常にプラス

になってくるのかなというふうに思っていま

す。 

 仕事をつくるという意味では、農業もそう

なんですよね。農業も今、これから新規就農

という部分もあるんですけど、今度１月に若

い人たちと私とカフェミーティングなんでし

ょうけど、私と直接話をして、どういうこと

を望んでいるんかというのを聞くようにもし

ますし、やはり、もう一つは、地元の例えば

パイル織物の事業者とどっかがもっとつなが

る方法はないのかというふうなことも考えて

いく、やっぱり地域経済を活性化させていく

ということが、現在の仕事の中での雇用を進

めていくということでも大事やと思うんです。

後継者をつくっていくという部分では。 

 だから、そういう面でやはりこれから、今

までは製造業中心やったけども、あいている

ところ、公共施設だけではなくてあいている

ところを使ってテレワークであったり、そう

いう使ってもらえるような方法というのは、

逆にもう少しこれから幅を広げて、企業誘致

室もまだまだ橋本市の売りなので、そこで製

造業にこだわらずに土地を造成する、そこを

売るだけではなくて市内全体を生かしたよう

な取り組みもこれから考えていく必要がある

のではないかと、いつまでも製造業という縛

りの中でやっていてもだめやと思いますし、

補助制度は10年というのがちょっと長いかな

というふうな気もしていますので、その辺に

ついてはちょっと見直しもかけやなあかんの

かなとは思いますけども、小西議員が言われ

るとおり、やっぱり仕事をつくるという意味

で製造業に限らず、ＩＴであってもええし、

農業であってもええし、既存の企業がもっと

パワーとつけていただくというふうなことも

考えていく必要があるのではないかというふ

うに考えています。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）ありがとうございます。

市長に聞いたら早かったかなって、感覚とし

てあるんですけど。今言っていただいたよう

に、ママスクエアというふうなそういうテレ

ワーク事業の事業所にも、また市長、頑張っ

て足を運んでいただけるという答弁だったと

思いますので、お願いいたします。それも踏

まえて、ＩＴ企業もこれから視野に入れて、

優遇制度、奨励制度というんですか、また、

考えていっていただけるというふうだったと

思いますので、また今後、検討としてしてい

っていただけたらなと思っております。 

 このままさっとは終わりたいんですけど、

また一つのアイデアとしてもう聞いていただ

けたらな思うんですけど、中学校ですね、西

部中学校やったら西部中学校でもそうですけ

ど、そんな中、地域住民の方が何か小物を売

りたいよとか、ちょっとお店したいよとかと

いう方は多分いっぱいいてると思います。た

だ、でも現実的に採算として合うんかと考え

ていくと、単体では非常に難しいなというと

ころもあると思うんです。もう答弁は結構な

んですけども、こういったＩＴ企業とか、先

ほど答弁でいくと、地域住民の兼ね合いがあ

るから中学校等は難しいってお話やったと思

うんですけど、それこそこのママスクエアと

かが中学校に入れば、地域のママと子どもが

そこへ来るわけです。それを核として企業と

して１個枠をはめてしまえば、その人の固ま

りがある中でほかのスペースというのは、い

ろんな考え方で使っていけるのかなというふ

うにも思っていますので、まずはそういうテ

レワーク事業というんですかね。本当にこの
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地域のお母さん方が、まず、働きやすい企業

を呼んでいただくと。その上でまた今後、そ

ういう公共施設を使ってスペースをどういう

ふうにしていくんかというのを考えていって

いただけたらと思います。 

 これで以上、終わります。 

○議長（中本正人君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）すいません、

私の発言で少し誤解を招いておるようですの

で、もう一度、説明させていただきますと、

情報通信であったり、物流についても、この

奨励事業の対象にはなっております、現在も。

ただ、なかなかその奨励内容が十分その企業

に反映される状況でないので、どちらも今、

そういった誘致がないということになってお

りますので、対象であるのは今の制度の中で

対象ということですので、その辺でご理解お

願いしたいと思います。 

○議長（中本正人君）19番 小西君。 

○19番（小西政宏君）それは認識しています。

その上で、よりＩＴ企業に特化した部分、色

というのを出していけたらなということでし

たので、よろしくお願いいたします。 

 終わります。 

○議長（中本正人君）19番 小西君の一般質

問は終わりました。 

   


